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【韓国】第 20 代大統領の就任及び新政府の発足 

海外立法情報課 中村 穂佳

＊文在寅（ムン・ジェイン）大統領の任期満了に伴って、2022 年 3 月 9 日に大統領選挙が行わ

れ、尹錫悦（ユン・ソンニョル）候補が当選し、5 月 10 日に大統領に就任した。 

1 第 20 代大統領選挙 

「大韓民国憲法」第 70 条の規定により、大統領の任期は 5 年 1 期となっている。2017 年 5 月

に就任した文在寅大統領の任期が 2022 年 5 月 9 日に満了することに伴い、2022 年 3 月 9 日に

第 20 代大統領選挙が実施された。同選挙では、最終的に 12 人が候補となった1。複数の世論調

査によると、このうち、元京畿（キョンギ）道知事の「共に民主党」李在明（イ・ジェミョン）

候補及び元検察総長の「国民の力」尹錫悦候補が多くの支持を集め2、選挙の結果、尹錫悦候補

が当選した。全国の投票率は、77.1%で、各候補者の得票率は、尹錫悦候補が 48.56%、李在明

候補が 47.83%、「正義党」の沈相奵（シム・サンジョン）候補が 2.37%等であった3。 

2 第 20 代大統領職引継委員会の発足 

韓国では、「大統領職引継に関する法律」により、大統領当選人を補佐し、大統領職引継に

関する業務を行う「大統領職引継委員会」を置くことが定められている4。第 20 代大統領選後、

第 20 代大統領職引継委員会（以下「引継委員会」）が発足し、安哲秀（アン・チョルス）氏が

委員長となった5。 

3 国務総理及び中央行政機関の長の就任 

憲法第 86 条の規定により、国務総理6は、国会の同意を得て大統領が任命する。4 月 3 日、韓

悳洙（ハン・ドクス）氏が国務総理に指名されたと発表された7。その後、5 月 20 日に国会で任

命同意案8が可決され、同氏が尹政権の最初の国務総理に就任した9。また、複数の中央行政機関

の長が新たに任命された。

＊ 本稿におけるインターネット情報の最終アクセス日は、2022 年 6 月 8 日である。 
1 「2022년3월9일 제20대 대통령선거 후보자 명부」중앙선거관리위원회 선거통계시스템ウェブサイト <http://info. 

nec.go.kr/> 
2 「여론조사 추이」KBS NEWS 2022 대통령선거ウェブサイト <https://news.kbs.co.kr/special/election2022/president/poll_ 

rate.html>; 「여론조사 후보 지지율」SBS NEWS 2022 국민의 선택ウェブサイト <https://news.sbs.co.kr/election2022/ 
main.do>; 「판세」MBC 뉴스 선택 2022 ウェブサイト <https://imnews.imbc.com/issue/vote2022/research/> 

3 「2022 년 3 월 9 일 제 20 대 대통령선거 투표진행상황」「2022 년 3 월 9 일 제 20 대 대통령선거 개표진행상황」

중앙선거관리위원회 선거통계시스템ウェブサイト <http://info.nec.go.kr/> 
4 「대통령직 인수에 관한 법률（법률 제 14839 호）」第 6 条 
5 「위원장 인사말」제 20 대대통령직인수위원회ウェブサイト <https://20insu.go.kr/content/greeting> 
6 国務総理は、大統領を補佐し、行政に関し大統領の命を受けて行政各部を統括する職である。大韓民国憲法第 86 条 
7 「당선인, 신임 국무총리 인선발표.. 한덕수 총리 후보자 지명」제 20 대대통령직인수위원회ウェブサイト <https:// 

20insu.go.kr/photo/71?sca=%EC%82%AC%EC%A7%84> 
8 「[2115540] 국무총리（한덕수） 임명동의안（대통령）」의안정보시스템ウェブサイト <https://likms.assembly.go.kr/bill/ 

billDetail.do?billId=PRC_U2Y2R0R5F1T0F1A9B0P9Y1L9A6L4C2> 
9 「국무총리 총리소개 인사말」국무조정실 국무총리비서실ウェブサイト <https://www.opm.go.kr/opm/prime/greetings. 

do> 
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4 国政ビジョン、国政目標及び国政課題の設定 

2022 年 5 月 3 日、引継委員会は、新政権の国政ビジョン、国政目標の設定、110 の国政課題

の選定を発表した10。国政ビジョンは「再び跳躍する大韓民国、共によく生きる国民の国」と設

定された。あわせて、国政ビジョンを実現するため、6 項目（「政治行政」、「経済」、「社

会」、「未来」、「外交安保」、「地方時代」）に関する国政目標を設定し、さらに、これら

のうち、「地方時代」を除く 5 つの国政目標の下に、計 20 の「国民に捧げる約束」を、その下

に計 110 の国政課題を設定した。この 110 の国政課題は、「新政府発足後、各部処で追加的な

議論を経て『尹錫悦政府国政課題』として確定される」とされた。

5 政策に関する方針等の発表 

尹大統領が大統領選候補として掲げた 10 大公約11の中には、①新型コロナウイルス感染症対

応、②デジタルプラットフォーム政府、③気候変動対策・炭素中立等に関するものが含まれて

いた。これらの実行に関して引継委員会では、2022 年 4 月、①について、新政権発足後 100 日

のロードマップを発表し12、科学基盤、持続可能、ぜい弱階層の保護、ワクチン・治療剤に関す

る 4 つの推進方針を設定し、その下に計 34 の実践課題を示した。②に関しては、同年 5 月 2

日、「デジタルプラットフォーム政府推進方向」のブリーフィングを発表した13。この発表によ

ると、「デジタルプラットフォーム政府」は「全てのデータが連結される、『デジタルプラッ

トフォーム』上で国民、企業、政府が共に社会問題を解決し、新たな価値を創出する政府」と

定義されている。あわせて、9 つの基本原則を挙げた。③に関しては、同年 4 月 12 日、文前政

権の政策等も踏まえ、電力システム、研究体制の高度化、炭素排出権市場、グリーン金融、グ

ローバル協力体制、ガバナンスの戦略的再構成等に関する 5 つの政策方針を提示した14。 

6 国民統合委員会の設置 

2022 年 5 月 30 日、「国民統合委員会の設置及び運営に関する規程（大統領令第 32653 号）」
15が公布、施行された。この規程により、社会葛藤等の解消、国民統合のための政策及び事業等

の効果的な推進のため16、大統領の下に「国民統合委員会」を設置する（第 2 条）。この委員会

は、2027 年 5 月 31 日まで存続する（第 14 条）。 

10 「[보도자료] 제 20 대 대통령직인수위원회, 윤석열정부의 국정비전과 목표, 110 대 국정과제 선정」2022.5.3. 제

20 대대통령직인수위원회ウェブサイト <https://20insu.go.kr/news/288>; 「大統領職引き継ぎ委員会、次期政権の国

政ビジョン公表」『ビジネス短信』2022.5.9. 日本貿易振興機構ウェブサイト <https://www.jetro.go.jp/biznews/2022/ 
05/f5239bf8ed06bb6c.html> 

11 「제 20 대 대통령선거 당선인공약」중앙선거관리위원회 정책・공약마당ウェブサイト <https://policy.nec.go.kr/> 
12 「[활동브리핑] 코로나 19 비상대응 100 일 로드맵 -보건 의료- （코로나비상대응특별위원회）」제 20 대대통령

직인수위원회ウェブサイト <https://20insu.go.kr/news/246> 
13 「[활동브리핑] 새로운 시대, 새로운 정부, 새로운 혁신을 위한 「디지털플랫폼정부」 추진방향 발표」2022.5.2. 

제 20 대대통령직인수위원회ウェブサイト <https://20insu.go.kr/news/283> 
14 「[보도자료] 문재인 정부의 탄소중립정책, 온실가스 배출은 오히려 늘고 전기요금 압박은 가중. 연평균 GDP 

0.5%P 감소 요인으로 작용 윤석열 정부, 탄소중립 목표 이어 가되 대대적 정책전환 불가피」2022.4.12. 제 20 대 
대통령직 인수위원회ウェブサイト <https://20insu.go.kr/news/153> 

15 「국민통합위원회의 설치 및 운영에 관한 규정（대통령령 제 32653 호）」국가법령정보센터ウェブサイト <https:// 
www.law.go.kr/LSW/lsInfoP.do?lsiSeq=242695&ancYd=20220530&ancNo=32653&efYd=20220530&nwJoYnInfo=Y&efG
ubun=Y&chrClsCd=010202&ancYnChk=0#0000> 

16 「국민통합위원회의 설치 및 운영에 관한 규정（대통령령 제 32653 호） 제정이유」 
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